様式第３号（単体企業・経常建設工事共同企業体）
                           一般競争入札参加資格等確認申請書
                                                             　　　　　年　　月　　日
  熊谷市長　小　林　哲　也　宛
                                    住        所
                                    商号又は名称
                                    代表者
  下記工事の入札公告に示された、一般競争入札参加資格等確認資料等を添えて入札参加資格の確認を申請します。
  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること及び記載事項が事実と相違ないことを誓約します。
                                          記
１  公告年月日　　　　令和７年１月２３日
２  工 事 名　　　　　市道１１８号線舗装打替工事
３  工事場所　　　　　熊谷市久保島・小島地内
４  連絡先
（１）担当者所属・氏名
（２）電話番号

(３) メールアドレス
様式第５号
一般競争入札参加資格等確認資料
                                    商号又は名称                                
１　地方自治法施行令における入札参加排除の規定　　　　　　　該当しない・該当する
２　熊谷市契約規則における入札参加排除の規定　　　　　　　　該当しない・該当する
３　入札参加停止措置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当しない・該当する
４　会社更生法に基づく更正手続　　　　　　　　　　　　　　　該当しない・該当する
５　民事再生法に基づく再生手続　　　　　　　　　　　　　　　該当しない・該当する
６　業種「　　工事業」の経営事項審査基準日

　　審査基準日：　　　　年　　月　　日（最新のもの。）
　

（注）経営事項審査結果通知書の写しを添付すること。
７  建設業法に基づく許可を受けた主たる営業所所在地

	


８　格付け
　業種「　　工事業」の格付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

（注）建設業許可通知書の写しを添付すること。
９　社会保険等の加入について

　

　⑴　健康保険の加入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加入・適用除外・未加入
　⑵　厚生年金保険の加入　　　　　　　　　　　　　　　　　　加入・適用除外・未加入
　⑶　雇用保険の加入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加入・適用除外・未加入

　　

　

10  配置技術者

	技術者区分
	監理技術者　・　主任技術者　　　　　(※該当するものに○)

	従事予定者名
	

	生年月日(年齢)
	

	最終学歴
	

	 法令による免許
 （取得年月日）
 （登録番号等）
	

	経営業務管理責任者
	該当　　・　　無　　　(※該当するものに○)

	営業所専任技術者
	　　該当　　・　　無　　　(※該当するものに○)

	現場代理人の兼務
	有　　・　　無　　　(※他工事と兼務するか、該当するものに○)

	現 在

の

手 持

工 事
	工事名
	

	
	施工場所
	

	
	工      期
	     　　　年    月～     年    月

	
	従事役職
	

	工

事

実

績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	     　　　年    月～     年    月

	
	従事役職
	

	
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	    　　　 年    月～     年    月

	
	従事役職
	


（注）

１　建設業法第２６条の規定に基づき、指定された技術者又はこれと同等以上の資格を有する者をこの工事に配置すること。ただし、下請契約の総額が５，０００万円（建築一式工事の場合にあっては８，０００万円）以上となる場合には、監理技術者に限ります。

また、請負代金額が４，５００万円（建築一式工事の場合にあっては９，０００万円）以上となる場合に配置する者は、専任でなければなりません。なお、建設業法施行令第２７条第２項により兼務ができる場合にはこの限りではありませんが、この場合の取扱いは「熊谷市建設工事における技術者の専任に係る取扱要領」の規定によりますので、この規定に基づき「専任を必要とする主任技術者の兼務届出書」を、この書類に添付して提出してください。
２　資格証明書の写しを添付してください。なお、監理技術者を配置する場合は、併せて監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写しを添付してください。

３　配置技術者は恒常的な雇用関係にある者を選任してください。（恒常的な雇用関係にある者とは、入札の申込みがあった日から以前に３か月以上の雇用関係がある者とします。３か月以上の雇用を証明する書類を添付してください。）

４　建設業法により、建設工事１件の請負代金額が４，５００万円（建築一式工事の場合にあっては９，０００万円）以上である場合には、経営業務管理責任者及び営業所専任技術者が配置技術者として兼務することはできません。

５　建設工事１件の請負代金額が４，５００万円（建築一式工事の場合にあっては９，０００万円）未満である場合、経営業務管理責任者及び営業所専任技術者が配置技術者として兼務することを認めます。ただし、営業所専任技術者が配置技術者として兼務する場合、更に現場代理人を兼務することは認めません。
６　「現場代理人の兼務」については、「熊谷市建設工事請負に係る現場代理人の常駐の緩和に関する取扱要領」に基づき、国又は地方公共団体の発注する工事の現場代理人が、本工事の現場代理人を兼務するか否かを記入してください。

